
都道府県法人番号 1000020140007

令和２

神奈川県 事業計画

年度



１．今年度に都道府県及び市町村が実施する事業（交付金等） （単位：千円）

２．消費者行政予算及び今年度の支出等額 （単位：千円）

↑常勤化、定員増反映後

３．消費生活相談員養成事業

人

人日

人

人日

※「支出等」には、地方消費者行政活性化基金の取崩しを含む。

822                            

事業計画【総括表】令和２ 年度

市町村

神奈川県

822                     

事業名（事業メニュー）

強化事業

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受
託事務

27,840                       27,840                 

108                            

合計

強化事業（各メニュー合計） -                               

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

２.消費生活相談員養成事業

推進事業及び活性化事業

79,780                 

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

-                               

-                         

35,224                 -                               35,224                       

904                     

1,051                   

消費者行政予算総額

170,049                                                         

16                             

合計

①参加者総数

法人募集型

61,242                       

管内全体の研修参加

15%

③実地研修受入自治体

実施形態

②年間研修総日数

②年間研修総日数

自治体参加型

①参加者総数

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業

47,362                       

15%

支出等額（強化事業（交付金）を除く）

124                     

84,503                       

32,418                       

144,923                                                         

支出等割合（強化事業（交付金）を除く）

967,993                                                         

797,944                                                         

都道府県予算

管内市町村予算総額

145,745               

876                            

-                               

③参加自治体

４.消費生活相談体制整備事業

175                            

都道府県

904                            

-                               

該当無し



今年度都道府県及び市町村が実施する強化事業（交付金） （単位：千円）

１．（2）⑧消費税率引上げ及び軽減税率制度導入への対応

１．（2）⑩高度情報化社会に対応した消費生活相談対応の実施

１．（2）⑨ギャンブル等依存症対策に係る取組

１．（１）④エシカル消費の普及・促進

１．（１）③食品ロス削減の取組

１．（１）②障害者に対する消費生活相談の整備

１．（１）①消費者安全確保地域協議会の構築等

事業名（事業メニュー）

別表１

１．（２）①地方公共団体における法執行体制の強化

１．（１）⑤消費者志向経営の普及・促進

１．（２）⑦新たな食品表示制度の普及･啓発

１．（２）⑥適格消費者団体及び特定適格消費者団体設立に向けた支援

１．（２）⑤公益通報者保護制度の推進

１．（２）④風評被害の防止のための取組

１．（２）③訪日・在日外国人に対する相談窓口の整備

１．（２）②若年者への消費者教育の推進

合計

２．②国が指定するテーマで研修の開催

２．①国が指定する研修への参加 286

1,649 822 

142

152

672 336

市町村

事業経費

386 192

- - 

都道府県

事業経費 交付金対象経費 交付金対象経費

305



都道府県実施事業分（推進事業及び活性化事業）

１．都道府県が実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

- 

令和２年度第
１次補正予算

5,592 - 

事業概要 令和２年度第
２次補正予算

5,592

事業経費 令和元年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

22,248

297

- 55,650 合計

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

市町村支援のための指定消費生活相談員配置、
同事務補助員配置、センター機能整備、精神保
健福祉士の配置、事例研究アドバイス、市町村窓
口高度化アドバイス

579
県内の相談員等のレベルアップのための研修開
催、新規課題対応研修

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

事業名（事業メニュー）

25,918

高校生向け消費者教育推進事業による消費者市
民社会啓発事業、、若者向け消費者被害未然防
止事業、県警との連携事業、消費生活ｅﾗｰﾆﾝｸﾞ
事業、高齢者等の見守りネットワーク構築事業、保
護者向け消費者教育啓発、幼児向け講座等委託
事業、小学生向け消費者教育資料作成等、社会
人対象の消費者市民社会啓発事業

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）※被災４県及び熊本県

⑮消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑦消費生活相談員等レベルアップ事業（研修開
催）

⑧消費生活相談員等レベルアップ事業（研修参
加支援）

県の消費生活相談員等を国民生活センター等で
実施する研修への参加支援

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡
充）※被災４県及び熊本県

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）※被災４県及び熊本県

別表２

⑨消費生活相談体制整備事業

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

消費者事故拡大防止のための事業調査

6,500

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト
等）※被災４県及び熊本県

108

消費者教育推進連携・協働事業、消費者教育推
進コーディネート、適格消費者団体育成事業、悪
質な訪問販売撲滅！かながわ宣言

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

令和２年度
本予算

579

297

22,248

25,918

6,500

108

55,650 

対象経費

交付金等対象経費

報償費、需用費

旅費、負担金

報酬、職員手当等、共済費、旅費、報償費、需用
費、役務費、賃借料

需用費、役務費、委託料

旅費、報償費、需用費、委託料

賃借料、旅費



２．都道府県が実施する推進事業及び活性化事業の詳細

事例研究アドバイス事業、市町村窓口高度化アドバイス事業(26年度)、精神保健福祉士の配置による対応困難事案への助言、市町村支援のための指定消費生活相談員６名配
置、同事務補助員配置、同機能整備(29年度)

消費者啓発資料の作成、地域消費生活フォーラムの開催、消費者被害未然防止講座の開催、消費生活アカデミーの開催、学校における消費者教育推進のため協議会の開催・
教員研修会の実施、高齢者・障害者等見守り出前講座の実施、消費者月間キャンペーンの実施

・「消費者事故等」が発生した場合、事業者に対し、報告徴収・立入調査を実施（平成２８年度）

高校生向け消費者市民社会啓発事業、若者向け消費者被害未然防止事業(24年度)、県警との連携事業(25年度)、消費生活相談eラーニング研修の実施、高齢者等の見守り
ネットワーク構築事業、保護者向け消費者教育啓発（26年度）、幼児向け講座等の実施(27年度)、小学生向け消費者教育資料作成、社会人対象の消費者市民社会啓発事業(28
年度)

なし

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

消費者教育の担い手となる多様な主体の連携と情報共有の環境づくり(25年度)、消費者教育推進コーディネート事業(ポータルサイト充実)、適格消費者団体設立に向けた支援
(27年度)、悪質な訪問販売撲滅！かながわ宣言(29年度)

（強化）

（強化）

（既存）

（強化）

基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化）

（既存）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）※被災４県及び熊本県

（強化）

研修機会を充実するため、市町村の相談員（一般職員を含む）を主な対象としたレベルアップ研修を追加実施(25年度)、消費生活相談における新たな課題に対応するため、県・
市町村の職員・相談員を対象に新規テーマを扱う研修を実施(H29年度～)

管内の新人相談員に対する受入研修・指導員派遣研修、概論研修５回、専門研修１６回

（強化）

（強化）

（既存）

⑦消費生活相談員等レベルアップ事業（研修開
催）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）※被災４県及び熊本県

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡
充）※被災４県及び熊本県

（既存）

⑮消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法
定受託事務

相談員について国民生活センター１人につき年１回、日本消費者協会開催に１人分など延べ２１人分実施

H27開設の国民生活センター相模原研修所実施研修への参加促進(27年度)

県警本部所管課との連絡会議、弁護士会との連絡会議の実施

（強化）

（既存）

（強化）

（既存）

（既存）

（既存）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

なし

（強化）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

（既存）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト
等）※被災４県及び熊本県

⑧消費生活相談員等レベルアップ事業（研修参
加支援）

（強化）

⑨消費生活相談体制整備事業
（既存）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（強化）

（既存）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（都道府県分。該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（都道府県分。該当する場合に記載） ５．市町村の基礎的な取組に対する支援事業

人 人時間／年 人 人時間／年

人 人

人 千円 人 千円

9,812  

7        

対象人員数計

有

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

7        

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数

前年度における首長表明の有無

６．地方消費者行政強化事業及び推進事業実施要領、地方消費者行政活性化基金管理運営要領の各別添２第２に係る特例

人日

前年度における雇止めの有無 無

7        

法人募集型

追加的総費用

追加的総業務量（総時間）

人

追加的総業務量（総時間）

26,333    

人日

参加者数

対象人員数計 追加的総費用

研修参加・受入要望

対象人員数
（報酬引上げ）

実施形態

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

実地研修受入人数人

自治体参加型

←該当なし

←該当

なし



管内市町村実施事業分（推進事業及び活性化事業）

１．管内の市町村が実施する推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：千円）

0

0

160,706 - 39,000 合計 - - 

⑬消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法
定受託事務

横浜市、川崎市 16 0 0 016

44,681 

0

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

0

0 0 0 0

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

0

0

0 0

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

川崎市、小田原市 10,508 0

0

0

0

0

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

秦野市、座間市、寒川町

1,598 0

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

横浜市、川崎市、相模原市、平塚市、茅ヶ崎市、
秦野市、厚木市、大磯町、二宮町、松田町

37,155 0 7,691

0

120 0 120

0

⑧消費生活相談体制整備事業
横浜市、川崎市、横須賀市、平塚市、鎌倉市、小
田原市、逗子市、秦野市、伊勢原市、座間市、南
足柄市、綾瀬市、葉山町

111,258 0 29,106

217 0 0

0

0

0

0

0

0⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援） 0

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 平塚市

0

0

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

相模原市 89

0

0

0

交付金等対象経費計

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

逗子市

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

0 0

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

茅ヶ崎市、秦野市 924

0

396 0

別表３

事業名（事業メニュー） 実施市町村 事業経費 令和２年度
本予算

令和２年度第
２次補正予算

令和２年度第
１次補正予算

8,910

令和元年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

0

419 0 0 0

0

0

0

55

6,118

29,163

0

89

0

0

0

概要

センター新設の周知用啓発物品、チラシ、冊子等

弁護士による相談員等への指導・助言

消費者被害救済部会の開会

419

0

0

研修会講師謝礼、資料代

消費者安全法に基づく調査

旅費、講座資料代

報酬の向上、相談日数の拡充による人件費、時
間外勤務手当の支給、地域ケアプラザなど専用
電話相談員の配置に伴う人件費、スーパーバイ
ザー人件費、土曜日における消費生活相談体制
整備経費等

出前講座の開催、消費者教育推進に係る委託
料・啓発冊子等作成費・広告料、見守り用消費者
啓発資料作成等

地域の見守り活動促進のための啓発物品作成等



２．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（管内市町村分合計。該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

３．消費生活相談体制整備事業（管内市町村分合計。該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円57      35,224      

対象人員数
（報酬引上げ）

30      

対象人員数計 追加的総費用

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

41      12,664  

人

年間研修総日数 人日 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

←該当なし



１．今年度の推進事業支出予定額（基金活用分は除く） ２．今年度の基金取崩し予定額

　 　

３．消費者行政予算について（１）

千円

千円

千円 713,441           

千円

千円

35,224             

822                 

千円 千円 -                    

千円 108,807           千円

200                 

千円

千円

9,558              

千円

千円

千円

千円 -447               

千円

うち交付金等対象経費（強化事業分） 千円 1,269              千円

うち交付金等対象経費（強化事業分） 千円

うち交付金等対象外経費

千円153,674          

千円-                   千円-                   -                   

150,655          千円千円

千円

千円

296,400          

千円

822,248          

-6,133             

2,789              

-                    

千円

千円

千円 -                    

千円

-8,922             

千円

千円

69,797            千円

822                

千円

千円

58,453             

-                    

千円

904,007           

176,182           

千円

43,276             千円

967,993          

別表４ 交付金等の管理等

うち都道府県分

うち管内の市町村合計

千円

千円

千円

交付金分

①都道府県の消費者行政予算

144,923           

61,242             

83,681             うち管内の市町村合計

交付金相当分

26,521             

-                    

うち交付金等対象経費（推進事業及び活性化事業分）

千円うち交付金等対象の賃料、人件費等

千円

千円

99,249             

千円925,246          

千円

千円

千円

うち交付金等対象外経費

千円

うち都道府県分 -                    千円

170,049           

26,721             

807,517           572,344           うち交付金等対象外経費

千円

平成20年度

99,249             千円

千円 61,242             

前年度

-                    

千円

671,593          千円

千円

572,344           千円

うち交付金等対象経費（推進事業及び活性化事業分） 千円

千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

②管内の市町村の消費者行政予算総額 225,600           

対平成20年度

70,800             

-                    千円

今年度

千円

千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

-102,998        千円

-7,852            千円

-8,751            

千円 1,269             

61,945            千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象経費（推進事業及び活性化事業分）

③都道府県全体の消費者行政予算総額

うち交付金等対象の賃料、人件費等

1,080,189       

千円

千円

671,593          千円

うち交付金等対象経費（強化事業分）

千円

千円

千円

千円 千円

千円

対前年度

117,729           

千円

千円

95,221             

千円797,944           

千円

-106,063         

千円

千円

千円

千円

千円

千円

-94,076           千円

-                    

-8,052             

千円

141,097           

-                    

千円

83,681             千円

-447               

千円

-112,196        千円

144,923          

千円

-11,540           

千円

千円



４．消費者行政予算について（２）

※交付金等支出額は、強化事業分及び先駆的事業分を除いたもの

④③を含めた交付金等対象外経費

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出割合※

うち都道府県

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

％

108,807           

千円

14.97149256

うち管内市町村

千円

千円

％

うち管内市町村

822,248           

人

-                    

人②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点）（想定）

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定）

％10.48707679

-                    

千円

千円

36.01432528

千円

713,441           

うち管内市町村 人

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） -                    

うち都道府県 人

人

人



６．都道府県の消費生活相談員の配置について

７．今年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組

千円

相談員数

相談員総数

人

人

人相談員数

千円

千円

千円

相談員数

-                                     

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し予定額（交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

1,191,300                         設置当初の基金残高（交付金相当分）

-                                     

-                                     

前年度末の基金残高（交付金相当分） -                                     

人

③就労環境の向上

国民生活センター相模原研修所実施研修への参加促進

千円

20          

20          

20          

②研修参加支援

人

人20          

④その他

処遇改善の取組

○

前年度末うち委託等の相談員

①報酬の向上

前年度末

前年度末

うち定数外の相談員

うち定数内の相談員

消費生活相談員の配置

相談員数

相談員数

前年度末

具体的内容

相談員総数

相談員数 人

今年度末予定

今年度末予定

今年度末予定

今年度末予定

人

５．基金の管理



別添

自治体名 神奈川県

○実施要領及び運営要領別添１メニュー６「地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業」

事業の名称 事業区分 事業概要 支出予定額（千円） 関連事業の有無 備考

若者向け消費者被害未然防止事
業

①
若者の消費者被害を未然防止のため、啓発映像等を活用した
啓発を実施。

9,000 無

県警との連携事業 ①
多発する悪質商法や振り込めさぎなどの被害防止のため、県
警と連携した啓発事業を実施。

7,500 無

計 16500

※メニュー６において実施する500万円以上の事業についてご記入ください。
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